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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第120期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第121期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第120期

会計期間

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　６月30日

自　平成22年
　　　４月１日
至　平成22年
　　　６月30日

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成22年
　　　３月31日

売上高 (百万円) 38,999 33,206 190,301

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △396 △434 3,111

当期純利益又は
四半期純損失（△）

(百万円) △360 △1,098 1,232

純資産額 (百万円) 59,677 59,470 60,873

総資産額 (百万円) 184,194 172,204 194,913

１株当たり純資産額 (円) 280.82 279.19 285.90

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △1.72 △5.25 5.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ─ ─

自己資本比率 (％) 31.9 33.9 30.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,858 9,465 15,270

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △975 48 766

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,479 △4,244 △3,540

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 37,923 49,628 44,916

従業員数 (名) 2,022 1,995 1,964

(注)  1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 3. 第120期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 4. 第120期第１四半期連結累計(会計)期間及び第121期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 1,995　〔166〕

(注) 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む）であり、臨時従業員は〔　〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 1,624　〔95〕

(注) 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従業員は

〔　〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業及び不動産事業では「生産」を定義すること

が困難であり、建設事業におきましては請負形態をとっているため「販売」という定義は実態にそぐいま

せん。

また、当社グループとしての受注高、繰越高を正確に把握することも困難なため、記載可能な情報を「４　

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」におきまして報告セグメントの業績に関連付

けて記載しております。

　
なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

　

(1) 受注高、売上高及び繰越高

　

期別 区分

前期

繰越高

(百万円)

当期

受注高

(百万円)

計

(百万円)

当期

売上高

(百万円)

次期

繰越高

(百万円)

前第１四半期累計期間

 

(自　平成21年４月１日

  至　平成21年６月30日)

建設

事業

　国内土木工事 83,988 11,401 95,389 19,235 76,153

　国内建築工事 58,707 6,698 65,406 7,177 58,228

　海外工事 59,720 2,070 61,791 8,672 53,119

　　 計 202,416 20,170 222,587 35,085 187,501

　　開発事業等 872 1,614 2,487 845 1,641

　　不動産等 ― ― ― 205 ―

合計 203,289 21,785 225,074 36,137 189,142

当第１四半期累計期間

 

(自　平成22年４月１日

  至　平成22年６月30日)

建設

事業

　国内土木工事 52,327 9,432 61,760 13,772 47,988

　国内建築工事 56,138 6,298 62,437 7,764 54,673

　海外工事 58,117 △56 58,061 8,725 49,336

　　 計 166,583 15,675 182,258 30,261 151,997

　　開発事業等 610 1,782 2,393 724 1,668

　　不動産等 ― ― ― 122 ―

合計 167,194 17,457 184,652 31,108 153,666

前事業年度

 

(自　平成21年４月１日

  至　平成22年３月31日)

建設

事業

　国内土木工事 83,988 65,186 149,174 96,846 52,327

　国内建築工事 58,707 36,280 94,988 38,850 56,138

　海外工事 59,720 32,876 92,597 34,480 58,117

　　 計 202,416134,344336,761170,177166,583

　　開発事業等 872 5,939 6,811 6,201 610

　　不動産等 ― ― ― 644 ―

合計 203,289140,283343,572177,022167,194

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものにつきましては、当期受注高
にその増減額を含めております。したがって当期売上高にもかかる増減額が含まれております。

２　次期繰越高は、不動産等を除き（前期繰越高＋当期受注高－当期売上高）に一致します。
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(2) 受注工事高

期別 区分

国内

海外(百万円) 合計(百万円)
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

前第１四半期会計期間
 

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

　　土木工事 9,768 1,633 2,070 13,471

　　建築工事 2,861 3,836 ─ 6,698

計 12,629 5,470 2,070 20,170

当第１四半期会計期間
 

(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

　　土木工事 7,424 2,008 △1,097 8,335

　　建築工事 315 5,983 1,041 7,339

計 7,739 7,991 △56 15,675

　

　
(3) 完成工事高

　

期別 区分

国内 海外
(Ａ)
(百万円)

(Ａ)／(Ｂ)
（％）

合計
(Ｂ)
(百万円)官公庁

(百万円)
民間
(百万円)

前第１四半期会計期間
 

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

　　土木工事 14,994 4,241 8,571 30.8 27,807

　　建築工事 918 6,258 100 1.4 7,278

計 15,913 10,500 8,672 24.7 35,085

当第１四半期会計期間
 

(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

　　土木工事 11,727 2,044 8,725 38.8 22,497

　　建築工事 2,666 5,098 ― ― 7,764

計 14,393 7,142 8,725 28.8 30,261

（注）　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

　前第１四半期会計期間

　　国土交通省　　　9,021百万円　25.0％

　当第１四半期会計期間

　　国土交通省　　　6,783百万円　21.8％

　

(4) 繰越工事高（平成22年６月30日現在）

　

区分

国内

海外(百万円) 合計(百万円)
官公庁(百万円) 民間(百万円)

　　　　土木工事 34,242 13,745 48,295 96,283

　　　　建築工事 27,628 27,044 1,041 55,714

計 61,871 40,790 49,336 151,997

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

（第120期）有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気の悪化にようやく底打ちの兆しが見られるも

のの、米国経済の回復の遅れや欧州連合加盟国における財政問題等から株安や円高が進むなど先行きの

不透明感が拭えない状況にあります。当建設業界におきましても、政府建設投資や民間設備投資は依然低

調な推移に留まっており、今後も厳しい状況が続いていくものと思われます。

　このような経営環境の中、当社グループは平成22年度を初年度とした「新中期経営計画」を掲げ、経営

課題の解決に取り組んでおります。

その結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、33,206百万円（前年同四半期

比14.9％減）、営業利益は163百万円（前年同四半期は営業損失375百万円）、経常損失は434百万円（前

年同四半期は経常損失396百万円）、四半期純損失は1,098百万円（前年同四半期は四半期純損失360百万

円）となりました。

　

当社グループのセグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内土木事業） 

　「新中期経営計画」の達成に向け、総合評価方式への対応強化、顧客ニーズに対応した提案、コストの削

減等に取り組んでおりますが、受注環境の厳しさ等の影響から、当第１四半期連結会計期間における売上

高は14,490百万円、セグメント利益は148百万円となりました。 

（国内建築事業） 

　官庁工事や倉庫・物流施設等の民間非住宅分野への対応強化に取り組んでおり、当第１四半期連結会計

期間における売上高は7,763百万円、セグメント利益は103百万円となりました。 

（海外事業） 

　海外建設市場においても受注環境は非常に厳しい状況にありますが、リスクの発生を最小限にとどめ、

今後も緩やかな拡大を目指しております。当第１四半期連結会計期間における売上高は8,726百万円、セ

グメント利益は717百万円となりました。 

（その他） 

　当第１四半期連結会計期間における売上高は2,226百万円、セグメント損失は122百万円となりました。 

　

（２）キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間におきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金の入金等

により9,465百万円の資金増加（前年同四半期は8,858百万円の資金増加）となりました。投資活動によ

るキャッシュ・フローは、固定資産の売却による収入等により48百万円の資金増加（前年同四半期は975

百万円の資金減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により4,244

百万円の資金減少（前年同四半期は2,479百万円の資金減少）となりました。以上の結果、現金及び現金

同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ4,711百万円増加し、49,628百万

円（前年同四半期連結会計期間末残高は37,923百万円）となりました。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。厳しい経営環境が続いておりますが、「新中期経営計画」を着実に達成し、強固な経営体質に改善す
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べくグループ一丸となって取り組んでおります。

　

（当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について）

　会社の支配に関する基本方針について

①基本方針の内容 

　当社は、公開会社として株式を上場し、株主、投資家の皆様による株式の自由な取引が認められている以

上、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合において、これに応じて当

社株式の売却を行うか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるものであると考え

ております。 

　当社株式の売却を行うか否か、すなわち大規模買付提案等に応じるか否かの判断を株主の皆様に適切に

行っていただくためには、大規模買付者側から買付の条件や買収した後の経営方針、事業計画等に関する

十分な情報提供がなされる必要があると考えます。また、当社は、その大規模買付提案に対する当社取締

役会の評価や意見、大規模買付提案に対する当社取締役会による代替案等も株主の皆様に提供しなけれ

ばならないと考えます。株主の皆様には、それらを総合的に勘案したうえでご判断をいただく必要がある

と考えます。 

　当社の財務及び事業の方針を決定する者は、当社の経営理念を理解し、当社を支えるステークホルダー

との信頼関係を十分に構築することができ、当社の企業価値、株主共同の利益を中長期的に向上させるこ

とのできる意思と能力を備えている必要があると考えます。 

　したがって、大規模買付提案にあたって当社や当社の株主に対し、提案内容に関する情報や意見、評価、

代替案作成に必要な時間を与えない大規模買付者、買付の目的及び買付後の経営方針等に鑑み、当社の企

業価値・株主共同の利益を損なうことが明白である大規模買付提案を行う買付者、買付に応じることを

株主に強要するような仕組みを有する提案等を行う大規模買付者は、当社の財務及び事業の方針を支配

する者としては適切ではないと考えています。 

　このような大規模買付提案または大規模買付行為等があった場合には、当社は、法令及び定款によって

許容される限度において、企業価値や株主共同の利益を確保するために必要な措置を講じることを基本

方針とします。

 

　②基本方針の実現に資する取り組み 

　当社は、より多くの投資家の皆様に末永く継続して投資いただくため、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を向上させる取組みとして、「高い技術をもって、社業の発展を図り、健全な経営によ

り社会的責任を果たす」という経営理念を掲げ、その実現のための中期経営構想を実践しております。ま

た、これらと並行して、コーポレート・ガバナンスの強化、充実に取り組んでおります。
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

する取り組み

当社は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な判断をするため

に、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われることが、

企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付時における情報提供と検

討時間の確保等に関する一定のルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定することと

し、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の対抗

措置を含めた「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本プラン」といいます。）を平成

20年6月27日開催の定時株主総会において株主の皆様のご承認のもと導入いたしました。

 

④基本方針に添い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものではないことについて 

本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付に応じるべきか否かを株主の皆様が　

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、または株主の皆様

のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたものであります。本プランの継続は、株主の皆様

のご承認を条件としており、株主の皆様のご意思によっては本プランの廃止も可能であることから、本プ

ランが株主共同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。また、有効期間の満了前であっ

ても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは、その時点で廃止

されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。 

　本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会へ

諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

資するよう、本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保されております。 

　さらに、本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃

止することも可能です。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半

数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

　また、当社は取締役の任期を1年と定めているため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役の

交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありま

せん。 

　なお、当社では、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をし

ておりません。 

　

（４）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は198百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(１)主要な設備の状況

　  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(２)設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 224,946,290224,946,290
東京証券取引所
(市場第一部）
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 224,946,290224,946,290― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

― 224,946 ― 18,976 ― 4,744

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

(平成22年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 14,981,000
(相互保有株式)
普通株式 1,006,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,241,000 208,241 ―

単元未満株式 普通株式 718,290 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 224,946,290― ―

総株主の議決権 ― 208,241 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議

決権１個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、鶴見臨港鉄道株式会社所有の相互保有株式730株、当社所有の自己

株式135株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

(平成22年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜建設工業株式会社

東京都新宿区西新宿
三丁目７番１号

14,981,000― 14,981,0006.66

(相互保有株式)
鶴見臨港鉄道株式会社

神奈川県横浜市鶴見区豊岡町
18番１号

1,006,000 ― 1,006,0000.45

計 ― 15,987,000― 15,987,0007.11

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 122 114 99

最低(円) 103 94 87

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期

間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 49,673 45,061

受取手形・完成工事未収入金等 41,768 65,602

未成工事支出金等 ※１
 11,540

※１
 9,816

販売用不動産 5,677 5,775

その他 16,105 19,285

貸倒引当金 △213 △329

流動資産合計 124,553 145,212

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 5,891 5,981

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 5,839 6,555

土地 20,050 20,149

その他 76 158

有形固定資産合計 ※２
 31,857

※２
 32,844

無形固定資産 463 491

投資その他の資産

投資有価証券 9,996 10,890

その他 6,431 6,598

貸倒引当金 △1,099 △1,124

投資その他の資産合計 15,328 16,364

固定資産合計 47,650 49,700

資産合計 172,204 194,913

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 41,310 54,935

短期借入金 ※３
 21,829

※３
 24,400

未成工事受入金 11,458 12,051

完成工事補償引当金 295 314

工事損失引当金 ※４
 2,419

※４
 2,554

その他 17,091 20,006

流動負債合計 94,404 114,261

固定負債

長期借入金 10,146 11,496

再評価に係る繰延税金負債 3,428 3,428

退職給付引当金 2,571 2,538

役員退職慰労引当金 63 80

その他 2,118 2,235

固定負債合計 18,328 19,778

負債合計 112,733 134,040
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,976 18,976

資本剰余金 18,065 18,065

利益剰余金 22,054 23,569

自己株式 △1,959 △1,959

株主資本合計 57,137 58,652

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 83 △12

繰延ヘッジ損益 △72 △87

土地再評価差額金 1,282 1,283

評価・換算差額等合計 1,292 1,183

少数株主持分 1,040 1,037

純資産合計 59,470 60,873

負債純資産合計 172,204 194,913
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 38,999 33,206

売上原価 36,666 30,554

売上総利益 2,333 2,651

販売費及び一般管理費 ※１
 2,708

※１
 2,487

営業利益又は営業損失（△） △375 163

営業外収益

受取利息 30 24

受取配当金 241 243

負ののれん償却額 19 19

その他 16 47

営業外収益合計 308 335

営業外費用

支払利息 193 170

為替差損 － 694

その他 136 68

営業外費用合計 330 933

経常損失（△） △396 △434

特別利益

貸倒引当金戻入額 61 140

その他 6 43

特別利益合計 67 183

特別損失

減損損失 69 97

投資有価証券評価損 － 1,058

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 0 －

退職特別加算金 26 －

その他 7 115

特別損失合計 103 1,272

税金等調整前四半期純損失（△） △433 △1,522

法人税、住民税及び事業税 75 80

法人税等調整額 △158 △509

法人税等合計 △83 △429

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,093

少数株主利益 10 5

四半期純損失（△） △360 △1,098
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △433 △1,522

減価償却費 794 549

減損損失 69 97

貸倒引当金の増減額（△は減少） △78 △140

退職給付引当金の増減額（△は減少） 119 33

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 △16

受取利息及び受取配当金 △271 △267

支払利息 193 170

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） － 1,058

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △0 44

有形及び無形固定資産除却損 7 6

売上債権の増減額（△は増加） 15,955 23,833

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △1,077 △1,723

販売用不動産の増減額（△は増加） 236 97

仕入債務の増減額（△は減少） △7,402 △13,625

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,268 △593

その他 2,374 3,216

小計 9,213 11,218

利息及び配当金の受取額 267 285

利息の支払額 △196 △172

法人税等の支払額 △426 △1,866

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,858 9,465

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △856 △661

有形固定資産の売却による収入 11 623

無形固定資産の取得による支出 △41 △4

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △156 △4

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 － 0

貸付けによる支出 △36 △225

貸付金の回収による収入 104 321

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △975 48

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △885 △2,460

長期借入金の返済による支出 △1,276 △1,460

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △311 △317

その他 △5 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,479 △4,244

現金及び現金同等物に係る換算差額 28 △557

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,431 4,711

現金及び現金同等物の期首残高 32,492 44,916

現金及び現金同等物の四半期末残高 37,923 49,628
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項　目
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事
項の変更

 

資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書)

　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。　　

 

　　前第１四半期連結累計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」について

は、営業外費用の総額の20／100を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第

１四半期連結累計期間の「為替差損」は41百万円であります。　　

 

　　前第１四半期連結累計期間において区分掲記していた「投資有価証券売却益」（当第１四半期連結累計期間0百

万円）は、特別利益の総額の20／100以下となったため、当第１四半期連結累計期間では、特別利益の「その他」

に含めて表示しております。

 

　　前第１四半期連結累計期間において区分掲記していた「ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額」（当第１四半期連結累

計期間0百万円）は、特別損失の総額の20／100以下となったため、当第１四半期連結累計期間では、特別損失の

「その他」に含めて表示しております。

 

　　前第１四半期連結累計期間において区分掲記していた「退職特別加算金」（当第１四半期連結累計期間4百万

円）は、特別損失の総額の20／100以下となったため、当第１四半期連結累計期間では、特別損失の「その他」に

含めて表示しております。

 

　

【簡便な会計処理】

項　目
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高

の算定方法

 

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。
 

２　棚卸資産の評価方法

 
当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によって

おります。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
　

３　固定資産の減価償却費

の算定方法

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、年間償却予定額を期間按

分して算定しております。
 

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１　※１　未成工事支出金等の内訳は、以下の通りであり

ます。

　 未成工事支出金 10,143百万円

　 その他のたな卸資産 1,397　

　 計 11,540　

 

１　※１　未成工事支出金等の内訳は、以下の通りであり

ます。

　 未成工事支出金 8,799百万円

　 その他のたな卸資産 1,017　

　 計 9,816　

 

２　※１　※４　損失の発生が見込まれる工事契約に係る

未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両

建で表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は1,824

百万円であります。

　

２　※１　※４　損失の発生が見込まれる工事契約に係る

未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両

建で表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は1,818

百万円であります。

　

３　※２　有形固定資産の減価償却累計額は、30,167百万

円であります。

３　※２　有形固定資産の減価償却累計額は、31,431百万

円であります。

 

４　偶発債務

　(1)　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等

に対し、債務保証を行っております。

４　偶発債務

　(1)　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等

に対し、債務保証を行っております。

 

　 当社従業員（銀行借入保証） 27百万円

　
全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会（借入保証）

1,843　

　 その他１件 231　

　 計 2,102　

 

　(2)　提出会社は、船舶輸出入通関代理店より船舶輸出

入通関代理店業務委託料（請求金額123百万円）

について、平成19年12月11日付で大阪地方裁判所

において訴訟を提起されており、現在係争中であ

ります。なお、現時点で裁判の結果を予測すること

はできません。

 

５　※３　提出会社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行７行とコミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。

　
 コミットメントライン契約の
 総額

29,000百万円

　  借入実行残高 ─ 　

　  差引額 29,000　

　 当社従業員（銀行借入保証） 29百万円

　
全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会（借入保証）

1,843　

　 その他１件 231　

　 計 2,104　

 

　(2)　　　　　　　　同　左

 

 

 

 

５　※３　提出会社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行７行とコミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。

　
 コミットメントライン契約の
 総額

29,000百万円

　  借入実行残高 ─ 　

　  差引額 29,000　
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(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１　　※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

 

１　　※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

 

　従業員給料手当 1,113百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 6 　

　退職給付費用 177　

　 　 　

　

　従業員給料手当 1,082百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 6 　

　退職給付費用 156　

　 　 　

　

２　　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

２　　　　　　　　　　同　左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

１　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金預金勘定 39,612百万円

　預入期間が３ヶ月を超える 
　定期預金

△ 1,688　 　

　現金及び現金同等物 37,923　 　
　

　現金預金勘定 49,673百万円

　預入期間が３ヶ月を超える 
　定期預金

△ 145　 　

　流動資産「その他」
　（有価証券）

100　 　

　現金及び現金同等物 49,628　 　

　
　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１

日　至 平成22年６月30日）

　１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　 株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

　 普通株式（千株） 224,946
　

　２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

　 普通株式（千株） 15,660
　

　　３　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額　　
　　　　　　　　　　　　　　
（百万円）

１株当たり　
　　　　　　　　　　　
　　　　配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
　　　　　　定時株主総
会

普通株式 利益剰余金 419 2 平成22年３月31日平成22年６月30日

　　　　(注) 連結子会社への配当を除いた配当金の総額は418百万円であります。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 37,821 763 414 38,999 ― 38,999

　(2) セグメント間の内部売上高
　　　又は振替高

116 83 586 786 (786) ―

計 37,937 846 1,00139,785 (786)38,999

　　営業利益又は営業損失（△） △300 △66 △10 △ 377 2 △375

(注) １　事業の区分は、日本標準産業分類及び内部管理上採用している区分を勘案して区分しております。

２　各区分の主な事業内容

　(1)　建設事業…………土木・建築その他建設工事全般に関する事業

　(2)　不動産事業………不動産の売買及び賃貸に関する事業

　(3)　その他の事業……船舶の建造・修理、各種代行業務ほか

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
国内
(百万円)

東南
アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

30,326 7,191 1,481 38,999 ― 38,999

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

30 ― ― 30 (30) ―

計 30,356 7,191 1,481 39,029 (30) 38,999

営業利益又は営業損失（△) △ 567 262 △ 71 △ 375 (―) △ 375

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域　

(1) 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域……東南アジア：シンガポール、インドネシア、ベトナム

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,191 1,481 8,673

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 38,999

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

18.4 3.8 22.2

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)　国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。

(2)　各区分に属する主な国又は地域……東南アジア：シンガポール、インドネシア、ベトナム

２　海外売上高は、提出会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社は、国内建設事業を統括する土木事業本部及び建築事業本部、海外事業を統括する国際事業部を置き、

各事業本部・国際事業部はそれぞれの分野における包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「国内土

木事業」、「国内建築事業」及び「海外事業」の３つを報告セグメントとしております。

各区分の主な事業内容

　(1)　国内土木事業…当社の国内土木工事、設計受託等に関する事業

  (2)　国内建築事業…当社の国内建築工事、設計受託等に関する事業

  (3)　海外事業………当社の海外工事全般に関する事業

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期　連
結損益計
算書　計上
額
(注３)

国内土木　
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高14,4907,7638,72630,9792,22633,206 ― 33,206

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 6 ― 6 3,3073,314△3,314 ―

　計 14,4907,7698,72630,9855,53436,520△3,31433,206

　セグメント利益又は損失(△)　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

148 103 717 969 △122 846 △682 163

（注）１．　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造

・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．　セグメント利益の調整額△682百万円には、セグメント間取引消去9百万円及び各報告セグメントに帰属

しない一般管理費△692百万円が含まれております。

３．　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

号  平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 279.19円
　

　 　

１株当たり純資産額 285.90円
　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 59,470 60,873

普通株式に係る純資産額(百万円) 58,429 59,835

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　少数株主持分 1,040 1,037

普通株式の発行済株式数(千株) 224,946 224,946

普通株式の自己株式数(千株) 15,660 15,660

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

209,285 209,285

　

２　１株当たり四半期純損失等

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

　 　

１株当たり四半期純損失 1.72円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　 　

１株当たり四半期純損失 5.25円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 360 1,098

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 360 1,098

普通株式の期中平均株式数(千株) 208,951 209,285

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

東亜建設工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　一　　浩　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　村　　　　　隆　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

建設工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月９日

東亜建設工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　一　　浩　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　村　　　　　隆　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

建設工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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